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基本的項目

　2007年は、京都議定書が採択されて10周年、そして持続可能な

発展の概念を提示した「ブルントラント委員会報告」が発表されてか

ら20周年の記念すべき年でした。2007年6月にドイツのハイリゲン

ダムで開催された主要８カ国首脳会議（Ｇ8サミット）においても、地

球温暖化が人類社会の将来を脅かす最も重要なテーマとして議論さ

れました。

　地球温暖化に代表される地球環境問題の解決に向けた総合的な

取り組みの重要性は、近年ますます増大しています。人類が自ら引き

起こした自然の変化の中で、はたして生き残れるかどうか、そのわかれ

道に立っているのが21世紀であると私は認識し、人類の未来のこと

を考えながら教育と研究に取り組んできました。

　その取り組みの基本的な考え方が「京都大学基本理念」には書き

込まれています。そこには「自由の学風」、「多元的な課題の解決」、

そして「地球社会の調和ある共存」という言葉が使われています。こ

れらは21世紀の世界の基本的な考え方に結びつく言葉であると思

います。持続可能な社会のためには、まず地球社会の調和ある共存

を目指すことが必要です。地球社会の調和ある共存を目指すには、自

然環境を無視することはできません。京都大学は、世界的に卓越した

知の創造とその継承、創造的精神の涵養に努めることで地球社会の

調和ある共存を目指しています。

　京都大学は、日本全体の二酸化炭素排出量の約1万分の1を排

出しています。地球社会の調和ある共存のために、これは近い将来必

ず減らさなければなりません。その他にも多くの環境負荷をかけながら

大学が運営されています。その削減のための知恵と行動を解説した

のが本報告書です。ここには、京都大学の環境負荷削減活動の基本

的な考え方を示して策定した「京都大学環境計画」のほか、環境賦

課金などのトピックスも掲載しました。

　京都大学の環境配慮活動について、さらなるご指導、ご支援がい

ただけましたら幸いです。

　京都大学は、その伝統によって培われた自然への倫理観と高度な学術性や国際的視野を活かし、環境保全の
ための教育と研究を積極的に推進し、社会の調和ある共存に貢献する。
　また、本学は、人類にとって地球環境保全が最重要課題の一つであると認識し、大学活動のすべてにおいて環
境に配慮し、大学の社会的責務として環境負荷の低減と環境汚染の防止に努める。

　なお、本環境憲章は、総長の諮問機関である環境保全委員会が検討を重ね成案を作成、部局長会議での審議を
経て、平成14年2月5日開催の評議会に附議され、承認されたものである。

京都大学総長

基本理念（抜粋）

①環境保全の活動を積極的に進めるため、 本学のすべての構成員（教職員、学生、常駐する関連の会
社員等）の協力のもと、継続性のある環境マネージメントシステムを確立する。

②教育・研究活動において、環境に影響を及ぼす要因とその程度を充分に解析し、評価するとともに、
環境保全の向上に努める。

③環境関連の法令や協定を遵守することはもとより、可能な限り環境負荷を低減するため、汚染防止、
省資源、省エネルギー、廃棄物削減等に積極的に取り組み、地域社会の模範的役割を果す。

④環境マネージメントシステムをより積極的に活用し、地域社会と連携しつつ、本学の構成員が一致して
環境保全活動の推進に努める。

⑤本学構成員に環境保全活動を促す教育を充実させるとともに、環境保全に関連する研究を推進し、
その成果を社会へ還元する。

⑥本学が教育と研究における国際的拠点であることから、環境保全面での国際協力に積極的な役割
を果す。

⑦環境監査を実施して、環境マネージメントシステムを見直し、環境保全活動の成果を広く公開する。

基本方針

トップコミットメント 京都大学環境憲章
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